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道内景気は、緩やかに持ち直している。

生産活動は横ばい圏内で推移している。需要面をみると、個人消費は、スーパー販売額が

前年を上回るなど、緩やかに持ち直している。住宅投資は、前年を上回っている。設備投資

は、持ち直している。公共投資は、前年を上回っている。観光は、新幹線開業等により来道

客数が増加している。輸出は、アジアや中南米向けなどが減少した。

雇用情勢は有効求人倍率の改善が続いている。企業倒産は、件数が増加したものの低水準

が続いている。消費者物価は、前年を下回っている。

現状判断DI（北海道） 
先行き判断DI（北海道） 
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１．景気の現状判断DI～２か月ぶりに上昇

景気ウォッチャー調査

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～３か月ぶりに上昇

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、７月の景気

の現状判断DI（北海道）は、前月を１．６ポイ

ント上回る４８．５となり、２か月ぶりに上昇し

た。また、横ばいを示す５０を１１か月連続で下

回った。

一方、景気の先行き判断DI（北海道）

は、前月を２．４ポイント上回る４７．８となっ

た。また、横ばいを示す５０を５か月ぶりに下

回った。

６月の鉱工業生産指数は９５．３（前月比

＋５．８％）と３か月ぶりに上昇。前年比（原

指数）では▲０．４％と１２か月連続で低下し

た。

業種別では、前月に比べ、食料品工業、鉄

鋼業など４業種が低下したが、一般機械工

業、電気機械工業、金属製品工業など１２業種

が上昇した。

道内経済の動き
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３．百貨店等販売額～２か月ぶりに増加

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車 小型車 前年比（右目盛） 普通車 
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４．乗用車新車登録台数～２か月連続で減少

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

その他 プロサッカー 総来場者（前年比、右目盛） プロ野球 
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５．札幌ドーム来場者～２か月ぶりに増加

札幌ドーム 来場者数

（資料：�札幌ドーム）

６月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比＋１．３％）は、２か月ぶりに前年

を上回った。

百貨店（前年比▲２．５％）は、衣料品、身

の回り品、飲食料品が前年を下回った。スー

パー（同＋２．３％）は、衣料品、その他の品

目が前年を下回ったが、身の回り品、飲食料

品が前年を上回った。

コンビニエンスストア（前年比＋１．０％）

は、３３か月連続で前年を上回った。

６月の乗用車新車登録台数は、１６，７６０台

（前年比▲０．２％）と２か月連続で前年を下

回った。車種別では、普通車（同＋２８．９％）

は増加したが、小型車（同▲５．５％）、軽乗用

車（同▲２１．０％）が減少した。

１～６月累計では、９０，６７７台（前年比

▲２．５％）と前年を下回っている。普通車

（同＋１７．０％）は前年を上回っているが、小

型車（同▲６．８％）、軽乗用車（同▲１４．９％）

が前年を下回っている。

６月の札幌ドームへの来場者数は３４８千人

（前年比＋１２．７％）と２か月ぶりに前年を上

回った。内訳は、プロ野球が２６２千人（同

＋４５．２％）、プロサッカーが３５千人（同

▲１３．１％）、その他が５１千人（同▲４２．１％）

だった。

１試合あたり来場者数は、プロ野球が

２６，２２８人（前年比▲１２．９％）、プロサッカー

が１１，５００人（同▲１３．１％）だった。

道内経済の動き
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６．住宅投資～７か月連続で増加

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛） 

７．建築物着工床面積～２か月連続で増加

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）
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８．公共投資～５か月連続で増加

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証�ほか２社）

６月の新設住宅着工戸数は、３，４５６戸（前

年比＋５．６％）と７か月連続で前年を上回っ

た。利用関係別では、持家（同▲６．８％）、分

譲（同▲１８．２％）は減少したが、貸家（同

＋１８．６％）が増加した。

１～６月累計では、１６，１２０戸（前年比

＋１２．７％）と前年を上回っている。利用関係

別では、分譲（同▲１．８％）は減少している

が、持家（同＋４．５％）、貸家（同＋２１．７％）

が、増加している。

６月の民間非居住用建築物着工床面積は、

２６５，１２０㎡（前年比＋７３．４％）と２か月連続

で前年を上回った。業種別では、製造業（同

＋４９１．３％）、非製造業（同＋４９．１％）が、い

ずれも前年を上回った。

１～６月累計では、８６９，５７９㎡（前年比

＋３．３％）と前年を上回っている。業種別で

は、非製造業（同▲７．９％）は前年を下回っ

ているが、製造業（同＋１７３．６％）が前年を

上回っている。

７月の公共工事請負金額は、９７０億円（前

年比＋１．６％）と５か月連続で前年を上回っ

た。

発注者別では、市町村（前年比▲１７．１％）

は前年を下回ったが、国（同＋１１．２％）、北

海道（同＋１３．１％）が、前年を上回った。

４～７月累計では、請負金額４，９７６億円

（前年比＋８．７％）と前年を上回っている。

道内経済の動き
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９．来道客数～２０か月連続で増加

来道客数

（資料：�北海道観光振興機構）
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１０．外国人入国者数～２か月ぶりに増加

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）
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１１．貿易動向～輸出は８か月連続で減少

貿易動向

（資料：函館税関）

６月の国内輸送機関利用による来道客数

は、１，１６７千人（前年比＋７．８％）と２０か月連

続で前年を上回った。輸送機関別では、フェ

リー（同▲０．０％）は前年を下回ったが、航

空機（同＋２．８％）、JR（同＋８６．７％）が、

前年を上回った。

１～６月累計では、６，０７９千人と前年を

７．４％上回っている。

６月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、９６，１２７人（前年比＋１８．５％）と２か月ぶ

りに増加した。１～６月累計では、６３０，４０９

人（同＋２０．７％）と前年を上回っている。

空港・港湾別では、新千歳空港が７９，４２８人

（前年比＋２０．０％）、旭川空港が５，２３４人（同

▲８．２％ ）、 函 館 空 港 が７，６０１人 （ 同

▲１５．０％）だった。

６月の道内貿易額は、輸出が前年比１７．２％

減の３１２億円、輸入が同３６．９％減の５９１億円

だった。

輸出は、一般機械などが増加したが、鉄鋼

や鉱物性タール及び粗製薬品などが減少し、

８か月連続で前年を下回った。輸入は、原油

及び粗油や石油製品などが減少し、１１か月連

続で前年を下回った。

道内経済の動き
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛） 
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１２．雇用情勢～改善が続く

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～件数は３か月連続で増加

企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：�東京商工リサーチ）
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平成22年 
＝100.0

１４．消費者物価指数～１５か月連続で前年を下回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

６月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．９９倍（前年比＋０．０８ポイント）と７７か月

連続で前年を上回った。

新規求人数は、前年比１．８％増加し、３か

月連続で前年を上回った。業種別では、医

療・福祉（同＋５．９％）、建設業（同

＋１４．９％）、宿泊業・飲食サービス業（同

＋１１．１％）などが増加した。

７月の企業倒産は、件数が３０件（前年比

＋３．４％）、負債総額が１６億円（同▲６８．４％）

だった。前年に比べ、件数は３か月連続で増

加、負債総額は２か月連続で減少した。

業種別では、小売業が１０件、サービス・他

が８件などとなった。

６月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は１０３．６（前月比＋０．１％）と４か月

連続で上昇。前年比は▲０．６％と、１５か月連

続で前年を下回った。

生活関連重要商品等の価格について、７月

の動向をみると、食料品、日用雑貨等の価格

は、概ね安定して推移している。石油製品の

価格は、概ね安定している。

道内経済の動き
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１．道内景気の現状判断

道内景気の現状は、「悪化している」

とみる企業（２５％）が「回復している」

とみる企業（８％）を上回った。景気判

断DI（△１７）は悪化傾向が続いてい

る。

２．道内景気の回復時期

道内景気が回復する時期は、「平成２８

年中」が３５％、「平成２９年中」が２６％

だった。「平成３０年以降」とした企業が

３９％を占めており、先行き見通しは慎重

感が根強い。

３．懸念材料（複数回答）

景気先行きの懸念材料は、「国内景気

の動向」（６２％）が前年に比べ８ポイント

上昇した。以下、「個人消費の動向」

（５８％）、「公共投資の動向」（４８％）の順

となった。

４．賃金の動向

前年に比べ、定期給与（基本給・諸手

当等）を引き上げた企業（７２％）は１０ポ

イント上昇した。一方、特別給与（賞与

・期末手当等）を引き上げた企業

（２２％）は１４ポイント低下した。

特別調査

景気判断DIは悪化傾向が続く
道内景気と賃金の動向について

〈図表１〉景気判断DIの推移
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1 道内景気の現状と先行きについて

〈図表３〉道内景気の現状
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�回復している ８ ７ ３ ６ １１ ８ ８ １０ ４ ２ １７ １２ ９

（急速に回復） （０）（－）（－）（－）（－）（－）（０）（１）（－）（－）（－）（－）（－）

（緩やかに回復） （８）（７）（３）（６）（１１）（８）（８）（９）（４）（２）（１７）（１２）（９）

�横ばい状態 ６７ ６９ ６８ ６４ ７０ ７１ ６７ ６３ ６６ ７３ ６２ ７０ ７２

�悪化している ２５ ２４ ２９ ３０ １９ ２１ ２５ ２７ ３０ ２５ ２１ １８ １９

（緩やかに悪化） （２４）（２３）（２９）（２４）（１９）（２１）（２４）（２６）（２６）（２５）（２１）（１８）（１９）

（急速に悪化） （１）（１）（－）（６）（－）（－）（１）（１）（４）（－）（－）（－）（－）

景気判断DI�－� △１７ △１７ △２６ △２４ △８ △１３ △１７ △１７ △２６ △２３ △４ △６ △１０

前年同時期 景気判断DI １ △２ ９ △５ △２１ ８ ２ ２ △１５ ３ １１ １４ １０

〈図表４〉道内景気の回復時期
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�平成２８年 ３５ ３５ ３１ ３２ ４０ ３８ ３５ ３７ ３６ ２４ ４８ ５７ ２６

（６月以前） （１１）（８）（６）（－）（１７）（５）（１３）（１５）（１）（７）（２４）（３６）（１６）

（７～９月） （１２）（９）（６）（１９）（９）（９）（１３）（１５）（２０）（１０）（１２）（１４）（６）

（１０～１２月） （１２）（１８）（１９）（１３）（１４）（２４）（９）（７）（１５）（７）（１２）（７）（４）

�平成２９年 ２６ ２１ １９ １８ １７ ２９ ２８ ２３ ２３ ４８ ２０ ７ ３５

（１～３月） （５）（２）（３）（６）（－）（－）（７）（５）（３）（１８）（８）（－）（６）

（４～６月） （１６）（１３）（１３）（６）（１１）（１９）（１７）（１３）（１６）（２４）（１２）（－）（２３）

（７～９月） （４）（５）（３）（６）（６）（５）（３）（５）（２）（３）（－）（７）（４）

（１０～１２月） （１）（１）（－）（－）（－）（５）（１）（－）（２）（３）（－）（－）（２）

�平成３０年１月以降 ３９ ４４ ５０ ５０ ４３ ３３ ３７ ４０ ４１ ２８ ３２ ３６ ３９

〈図表２〉項目別の要点

（項 目） 要 点

�現状判断 景気判断DI（△１７）は４年ぶりにマイナス水準に転じた。業種別では、鉄鋼・金属・機
械（△８）が持ち直すも、その他の９業種は前年を下回った。

�回復時期 「平成２８年中」とみる企業は、ホテル・旅館業（５７％）で半数を超える。「平成２９年中」とみる企業は
小売業（４８％）など、「平成３０年以降」は食料品、木材・木製品（それぞれ５０％）などで比較的多い。
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「国内景気の動向」の推移
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〈図表５〉景気先行きの懸念材料（上位６項目）の要点

（項 目） 前年比 要 点

�国内景気の動向（６２％） ＋８ ３期連続でウェイト高まる。運輸業（７５％）では２４ポイント上昇。

�個人消費の動向（５８％） △３ 小売業（８７％）、ホテル・旅館（８２％）、食料品（８０％）で８割台。

�公共投資の動向（４８％） ＋２ 公共投資依存度が高い建設業（７７％）で最多。

�原油価格の動向（４２％） △１２ 運輸業（７９％）が１５ポイント低下するなど、警戒感が幾分和らぐ。

�原材料価格の動向（３９％） △１６ 製造業（６０％）は１３ポイント、非製造業（３２％）は１６ポイントそれぞれ低下。

�雇用の動向（２８％） △４ ホテル・旅館業（４１％）で比較的ウェイト高い。

景気先行きの懸念材料

〈図表６〉景気先行きの懸念材料（上位６項目）の推移

※「原材料価格の動向」は平成２６年から調査項目に追加。

特別調査

― ８ ―ほくよう調査レポート ２０１６年９月号

ｏ．２４２（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／００６～０１１　特別調査  2016.07.28 11.04.54  Page 8 



〈図表７〉景気先行きの懸念材料（複数回答）
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�国内景気の動向
①
６２
（５４）

①
６５
（５４）

③
６９
（５６）

③
４４
（５５）

①
６８
（５５）

①
６７
（５０）

①
６０
（５３）

②
６２
（６３）

②
５７
（４７）

②
５６
（４６）

②
７５
（５１）

②
５３
（４６）

②
６２
（５９）

�個人消費の動向
②
５８
（６１）

③
５３
（５８）

①
８０
（７４）

①
５０
（５０）

３０
（４５）

５０
（５４）

①
６０
（６２）

③
３７
（５２）

①
６３
（６９）

①
８７
（６８）

③
４３
（６０）

①
８２
（８２）

①
６６
（５９）

�公共投資の動向
③
４８
（４６）

⑤
４２
（４０）

１８
（１４）

３８
（３０）

②
５７
（７１）

②
６３
（４６）

③
５１
（４８）

①
７７
（７４）

③
４５
（３６）

２９
（３６）

３９
（４６）

１８
（１４）

③
５７
（４８）

�原油価格の動向
④
４２
（５４）

④
４６
（４６）

４９
（４９）

２５
（３５）

４１
（４０）

②
６３
（５８）

④
４１
（５６）

３１
（４０）

３０
（５４）

③
５０
（６１）

①
７９
（９４）

４１
（５９）

４０
（５５）

�原材料価格の動向
⑤
３９
（５５）

②
６０
（７３）

②
８０
（８４）

①
５０
（８０）

③
４９
（６３）

５０
（６５）

⑤
３２
（４８）

３５
（６２）

４０
（５６）

２７
（３１）

２５
（２９）

②
５３
（６８）

１７
（４０）

�雇用の動向
⑥
２８
（３２）

２２
（２８）

３３
（４０）

６
（１０）

１４
（２４）

２９
（３１）

⑥
３０
（３３）

２６
（３４）

２５
（２２）

３３
（２９）

３６
（４３）

４１
（４１）

３４
（４３）

�中国経済の動向 ２７
（１３）

３０
（１９）

３１
（２６）

３８
（２５）

３０
（１１）

２５
（１５）

２５
（１０）

２２
（６）

３４
（１１）

２１
（１４）

７
（３）

３５
（２３）

３０
（１４）

	電気料金の動向 ２５
（４７）

⑥
３８
（６０）

４１
（６３）

３８
（３５）

３８
（６３）

３３
（６９）

２０
（４２）

１４
（３２）

１６
（４３）

１７
（４８）

１８
（２０）

３５
（５９）

３０
（５７）


為替の動向 ２３
（２０）

２９
（２４）

３６
（３３）

１９
（３５）

２７
（１３）

２９
（１９）

２０
（１８）

１０
（６）

３３
（３１）

２３
（１９）

１４
（２６）

６
（５）

２３
（２２）

�TPP（環太平洋経済
連携協定）の動向 ２１

（１９）
２２
（１８）

２６
（１９）

２５
（１５）

１６
（１６）

２１
（２３）

２１
（１９）

１７
（１０）

３３
（２８）

１５
（１５）

３９
（２３）

６
（９）

１５
（２６）

�政局の動向 ２１
（１３）

１９
（１２）

１３
（１２）

１３
（５）

２２
（１１）

２９
（１９）

２１
（１３）

２７
（１６）

２１
（１１）

１９
（１０）

１８
（１１）

－
（－）

２５
（２１）


物価の動向 １９
（２６）

１３
（２７）

２６
（４０）

－
（１０）

５
（２１）

１３
（２７）

２２
（２５）

１７
（１９）

２４
（２４）

２３
（３２）

１１
（１１）

１８
（２３）

３２
（４０）

�設備投資の動向 １９
（２１）

１８
（１９）

８
（９）

－
（５）

３２
（３２）

２５
（２７）

１９
（２２）

３０
（３５）

２２
（２５）

１０
（１４）

４
（９）

２４
（１４）

１３
（１７）

�株価の動向 １８
（１２）

１７
（１４）

１３
（１６）

１３
（－）

１９
（１１）

２５
（２７）

１８
（１０）

２２
（８）

２１
（７）

１９
（１４）

７
（１４）

６
（５）

１７
（１６）

�住宅投資の動向 １６
（１９）

１５
（２１）

３
（７）

３８
（５０）

１１
（２１）

２５
（２３）

１７
（１８）

２４
（２７）

２１
（２９）

１２
（１０）

１４
（３）

－
（５）

１３
（１０）

�金利の動向 １５
（１１）

１５
（１３）

１３
（１６）

６
（５）

２２
（１１）

１３
（１５）

１５
（１０）

１７
（８）

１５
（８）

１４
（１７）

１４
（９）

６
（５）

１９
（１４）

�金融機関の融資姿勢 １２
（１２）

１４
（１３）

１０
（１４）

６
（１０）

１９
（１６）

１７
（８）

１１
（１１）

１０
（１２）

１３
（１１）

１５
（９）

４
（１４）

１８
（１４）

６
（１０）

�欧米経済の動向 １０
（６）

１０
（８）

１３
（１４）

１３
（１０）

５
（３）

１３
（４）

９
（６）

５
（５）

１０
（４）

１２
（１０）

４
（３）

－
（５）

１７
（７）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年同時期調査
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3 賃金の動向について

（項 目） 要 点

�定期給与の動向 半数を超える企業（５６％）で定期昇給を実施。一方、ベースアップを実
施した企業は３４％。

�特別給与の動向 「前年並み」とした企業（３８％）が９ポイント上昇。「未定」企業
（３５％）も比較的多い。

�賃金見直し時の重視項目 「企業業績」（８９％）、「雇用の維持・確保」（４１％）の順。

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�引き上げ・引き上げ予
定

２２
（３６）

２０
（３５）

２６
（３７）

１８
（２７）

２１
（３４）

１３
（４１）

２３
（３６）

２８
（３２）

２３
（３５）

１７
（３３）

３０
（４０）

３１
（４０）

１３
（４１）

�引き下げ・引き下げ予
定

５
（６）

９
（８）

８
（７）

１２
（５）

１０
（１２）

４
（４）

４
（６）

５
（４）

９
（１２）

－
（９）

－
（３）

－
（－）

４
（１）

�前年並みとした ３８
（２９）

３０
（２４）

３３
（２４）

２３
（３２）

３７
（１７）

２１
（２９）

４０
（３１）

３５
（２９）

３６
（３０）

４９
（３３）

４０
（２６）

２５
（３５）

５１
（３８）

�今のところ未定 ３５
（２９）

４１
（３３）

３３
（３２）

４７
（３６）

３２
（３７）

６２
（２６）

３３
（２７）

３２
（３５）

３２
（２３）

３４
（２５）

３０
（３１）

４４
（２５）

３２
（２０）

（ ）内は前年調査（平成２７年１０月）の実績

〈図表８〉項目別の要点

〈図表１０〉特別給与（賞与・期末手当等）の動向
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�引き上げ・引き上げ予
定

７２
（６２）

７５
（６７）

７２
（５５）

７６
（５９）

８２
（７６）

７１
（８２）

７０
（５９）

６３
（６２）

７７
（６１）

７０
（５３）

７４
（５３）

６９
（５０）

７０
（６５）

（定期昇給のみ実施） ３８ ３６ ３３ ３５ ４０ ３８ ３９ ３７ ４９ ３８ ２６ ３１ ４０

（ベースアップのみ実
施） １６ ２０ ２３ ２９ ２１ ８ １４ １３ １１ １３ ２２ ２５ １１

（定期昇給とベース
アップを実施） １８ １９ １６ １２ ２１ ２５ １７ １３ １７ １９ ２６ １３ １９

�引き下げ・引き下げ予
定

０
（０）

１
（－）

２
（－）

－
（－）

－
（－）

－
（－）

－
（１）

－
（－）

－
（－）

－
（２）

－
（３）

－
（－）

－
（－）

�前年並みとした １３
（２３）

９
（１９）

１０
（２４）

１８
（２３）

１０
（１７）

－
（１１）

１５
（２５）

１９
（２１）

１２
（２４）

１５
（３１）

１１
（３３）

１８
（３０）

１３
（２０）

�今のところ未定 １５
（１５）

１５
（１４）

１６
（２１）

６
（１８）

８
（７）

２９
（７）

１５
（１５）

１８
（１７）

１１
（１５）

１５
（１４）

１５
（１１）

１３
（２０）

１７
（１５）

※「引き上げ」の内訳は今回より調査実施。（ ）内は前年調査（平成２７年１０月）の実績

〈図表９〉定期給与（基本給・諸手当等）の動向
（単位：％）

特別調査
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調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業の経営動向把握。

調査方法
調査票を配付し、郵送または電子メールにより回
収。

調査内容
道内景気の現状と先行き、および賃金の動向につ
いて。

回答期間
平成２８年５月中旬～６月上旬

本文中の略称
景気判断DI
「回復しているとした企業の割合」－「悪化し
ているとした企業の割合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�企業の業績 ８９
（８６）

９１
（８４）

８４
（８３）

９４
（８１）

９７
（８５）

９１
（８５）

８８
（８７）

８７
（８９）

９１
（９１）

９６
（８２）

７３
（８８）

６９
（８８）

９０
（８３）

�雇用の維持・確保 ４１
（４９）

４１
（４７）

３７
（５２）

３５
（３３）

４０
（４５）

５５
（５２）

４１
（５０）

４３
（５２）

２６
（３５）

４０
（４７）

５４
（５５）

５０
（８８）

４８
（５２）

�世間相場 １９
（２５）

２１
（１９）

２４
（２９）

６
（５）

２１
（２０）

２７
（１５）

１８
（２７）

１８
（３０）

１２
（１８）

１９
（２７）

１２
（２１）

１３
（１８）

２９
（４２）

�物価の動向 ８
（１３）

８
（１２）

１１
（１７）

６
（１４）

３
（１０）

１４
（４）

８
（１３）

１３
（１７）

６
（１２）

４
（１１）

１５
（１２）

６
（６）

２
（１３）

�その他 ３
（２）

４
（２）

３
（－）

６
（－）

５
（３）

５
（４）

２
（３）

３
（１）

５
（４）

－
（２）

－
（３）

－
（－）

２
（５）

（ ）内は前年調査（平成２７年１０月）の実績

企業数 構成比 地 域
全 道 ４１５ １００．０％
札幌市 １６７ ４０．２ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ８６ ２０．７
道 南 ３８ ９．２ 渡島・檜山の各地域
道 北 ５５ １３．３ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ６９ １６．６ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ７１０ ４１５ ５８．５％
製 造 業 ２０５ １１８ ５７．６
食 料 品 ６９ ３９ ５６．５
木 材 ・ 木 製 品 ３５ １７ ４８．６
鉄鋼・金属製品・機械 ６２ ３８ ６１．３
そ の 他 の 製 造 業 ３９ ２４ ６１．５
非 製 造 業 ５０５ ２９７ ５８．８
建 設 業 １３６ ７８ ５７．４
卸 売 業 １０１ ６７ ６６．３
小 売 業 １０３ ５３ ５１．５
運 輸 業 ５０ ２８ ５６．０
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３４ １７ ５０．０
その他の非製造業 ８１ ５４ ６６．７

〈図表１１〉賃金見直しの際の重視項目（複数回答）
（単位：％）

調 査 要 項

特別調査
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今回の調査では、国内景気や個人消費の先行き懸念から、企業の景況感は４年ぶりに低い

水準となりました。また、賃金動向については、人手不足感が続く中で、必要な人員を確保

するために給与引き上げに踏み切らざるを得ない企業が増えています。一方で、企業にとっ

ては、総人件費負担増加や賃金バランスの是正が課題であり、賃金体系を抜本的に見直すこ

とも選択肢となっているようです。

以下に、企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

１．道内景気の現状と先行きについて

＜水産加工業＞

個人消費が先行き不透明であり、消費者の

財布のひもは固い。中国人の爆買いが一段落

し、大手量販店からの要求等が厳しくなるこ

とを懸念している。

＜食料品製造業＞

最近の円高、株安の基調は景気先行きに不

安を残す。原材料コストが高止まりしたまま

売上減少につながる懸念がある。

＜製材業＞

バイオマス発電の関係で原材料価格が上昇

傾向にある。住宅投資の動向は業績に直接影

響があるほか、工業集積が小さい北海道は公

共事業への依存度が大きく、動向を気にして

いる。

＜金属製品製造業＞

建設業の景況感は公共事業予算や災害、選

挙等に左右されがち。九州の地震による予算

執行への影響や、参院選期間中の工事発注停

滞を懸念している。

＜金属製品製造業＞

政局が不安定になると公共投資の動向が左

右されることが１番の懸念材料である。コン

スタントに仕事を確保できる計画を立ててほ

しい。

＜建設業＞

北海道の基幹産業となりうる観光は、サー

ビスや見せ方等の見直しとそれに付帯する基

盤整備が必要。札幌延伸を含め、北海道全体

として経済波及効果を図るべき。

＜建設業＞

公共投資が増えないと道内の景気は上向か

ないと思うが、現状は厳しい。TPPも含め、

道内の１次産業にも大きく影響するので、先

行きは不安である。

＜建設業＞

選挙を控え何らかの景気刺激策が講じられ

ると思うが、その後の景気動向は不透明。個

人の可処分所得が想定ほど上昇しておらず、

本格的な景気回復の希望は薄いと感じてい

る。

経営のポイント

賃金体系の抜本的見直しも選択肢に
〈企業の生の声〉
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＜建設業＞

世界的な経済環境悪化や原油高による資材

価格上昇などにより、設備投資意欲が低下す

ることを懸念している。

＜食品卸売業＞

人口減少はすべての業界に影響を及ぼす。

インバウンドの取り込みにも限界があり、定

住人口の増加策を考えていくべき。

＜塗料卸売業＞

公共投資が無くては、道内経済は回復しな

い。競争激化から民間の設備投資受注も低下

傾向にある。中国経済状況やTPP問題による

北海道経済への影響も懸念され、景気全体に

低調感がある。

＜靴卸売業＞

賃金の伸びが限られる中で個人消費は冷え

込んでいるとみている。外国人や富裕層の消

費が実態を隠していて、庶民は節約を徹底し

ているのではないか。

＜包装資材卸売業＞

人口減少問題を抱える中にあって、今後好

景気は期待できない。消費自体の伸び代が無

い中、常にユーザーの動向や指向に敏感に対

応できることが生き残るためのポイントと考

えている。

＜スポーツ用品店＞

景気回復は都市部ではともかく、地方にお

いては構造的に難しいと思っている。縮小均

衡で売上は維持できると思うが、成長は見込

んでいない。

＜燃料小売業＞

インバウンドの増加で宿泊関連が上向きに

なっているが、地方の個人消費は伸びていな

い。道内はやはり公共事業がポイントとなろ

う。また、物価動向は原油価格に左右される

とみている。

＜運輸業＞

労働人口の減少が経済活動に大きな影響を

与えるものと思われる。基幹産業である農業

では後継者不足による離農問題も発生してい

る。TPP問題なども含め、極めて厳しい環境

になっていく。

＜運輸業＞

北海道経済は、全国的な回復傾向が顕著に

ならない限り回復に転じないと思われる。回

復感が出てくるのは早くて来年度になるので

はないか。

＜観光施設＞

道南地域に限っては、観光を中心に景気は

良くなっていると思う。観光業はあらゆる業

種に影響を及ぼす。

＜建設コンサルタント＞

個人消費が上向いていないので、経済対策

としては公共投資を伸ばすしかないと思われ

るが、財政難により、公共投資もなかなか伸

びない状況にある。

＜不動産業＞

原油価格が上昇基調にあり、様々な業種に

おけるコストアップ要因となる。インバウン

ドについては、東京五輪まで当面は好調が続

くのではないか。

経営のポイント
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２．賃金の現状について

＜製粉業＞

従業員の給与は業績や物価動向を勘案して

見直している。本州大都市に比べ道内の景況

感は良くないため、難しい局面である。

＜食料品製造業＞

５０～６０代の従業員の労働生産性低下と、賃

金単価の高止まりに苦慮している。現状に見

合った新賃金体制の確立が急務だが、高齢者

の減給や降格には抵抗や不安があり、なかな

か前に進まない。

＜乳製品製造業＞

原料供給見通しやTPPの影響がどう出るか

不透明な中、抜本的な給与改定は難しい。地

方の中小企業の給与水準が分からず、当社の

給与水準がどの辺りにあるのか判断できない

ことも悩ましい。

＜機械器具製造業＞

固定費増加に直結する給与の大幅アップは

慎重な対応にならざるを得ず、特別給与の割

合が高いのが当社の課題である。社員数増加

のペースも早いため、今後の見通しも慎重に

ならざるを得ない。

＜機械器具製造業＞

初任給を世間相場に近づける必要があり、

ここ３年間連続してベースアップを実施して

いる。一方で、全社員一律の給与引き上げに

より人件費負担は大きくなってきた。

＜金属製品製造業＞

全国的に賃金が上昇しているので、自社と

しても引き上げざるを得ない。上げなければ

他社に移ってしまう可能性もある。

＜飼料製造業＞

製造現場で取り扱う機械装置は各種資格と

熟練技術が必要であり、雇用確保の観点か

ら、業績が赤字であっても賞与を一定率で支

給している。

＜コンクリート製品製造業＞

決算状況から給与を引き上げたくてもでき

ない。若い人材を確保するために雇用条件を

改善していかなければならないのだが、実際

は難しい。

＜建設業＞

人員増加により固定経費が増加しており、

経費削減計画の実施が課題である。賃金テー

ブルや給与規定等の再検討が必要と認識して

いる。

＜建設業＞

若い技術者が育っていない状況から高齢者

の再雇用をせざるをえず、人件費高止まりの

要因となっている。技術伝承が総人件費引き

下げの有効な解決策となるが、難しい問題で

ある。

経営のポイント
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＜電気通信工事業＞

世間相場や各種データとの比較を行ってい

るが、計画的な賃金体系見直しにまで至って

いない。中期的な視点による是正が必要だ

が、後回しになっている。

＜建設業＞

道内平均水準や同業他社と比較し、特に若

年層が定着して就労できる状況に早くしなけ

れば、業界の先行き見通しは大変なことにな

る。３Kと呼ばれる業種の割に、賃金が低す

ぎる傾向がある。

＜建設業＞

現状の賃金水準は低く、付加価値をより向

上させて従業員への配分を増やす必要があ

る。今後の会社発展のためには若い力が必要

であり、若年層に魅力を感じてもらう企業に

ならなければならない。

＜機械器具卸売業＞

社員のモチベーション維持のために定期昇

給に取り組んでいる。業績連動は重視せず、

定期積立等で日常的に支払い原資を積み立て

るようにしている。

＜化学製品卸売業＞

毎期の利益を賃金等の見直しに充当してい

るが、一方で内部留保も一層厚くしたいの

で、バランスを見ながら調整している。

＜化学製品卸売業＞

賃金は上昇傾向にあり将来的には収益圧迫

要因。上昇率が高くなるようであれば、価格

改定等による根本的な収益状況見直しが必要

であるが、当面は現状維持で対応する。

＜穀物卸売業＞

一部社員の定年退職が近づいており、補充

の人材を採用し育成しているため、今後数年

は人件費増加もやむを得ない。法定福利費の

増加も経営者にとって厳しい課題と思う。

＜包装資材卸売業＞

若年層の給与設定を世間相場に設定するこ

とで中間層との給与差が狭まっており、実際

の業務内容や実績を反映したものとのギャッ

プが生まれており、対応に苦慮するところ。

＜小売業＞

正社員とアルバイトの給与格差がほとんど

無い。福利厚生の違いを説明しても若い社員

には理解できない部分が多く、今期より勤続

手当を設けた。今後も細かな部分まで見直し

を行い、従業員の定着化を図る。

＜小売業＞

最低賃金引き上げにより人件費が増加して

いる。１０月に予定されている社会保険加入要

件改正への対応も課題である。

＜運輸業＞

人材不足により賃金引き上げを余儀なくさ

れており、固定費の上昇は年々続くものと思

われる。

＜建設機械器具リース＞

福利厚生は充実しているが、賃金水準は同

業他社に比べ見劣りする。良い人材を確保し

会社を維持していくためにも、賃金見直しや

定期的なベースアップ等の検討が必要。

経営のポイント

― １５ ― ほくよう調査レポート ２０１６年９月号
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― １６ ―ほくよう調査レポート ２０１６年９月号

開会式

会場の様子

１．「北洋銀行ものづくりテクノフェア２０１６」の概要

北洋銀行は、平成２８年７月２１日�アクセスサッポロにおいて「北洋銀行ものづくりテクノフェ
ア２０１６」を開催しました。本フェアは、優れた技術や製品を有する中小企業、大学、支援機関等

が一堂に会する機会を提供し、販路拡大、企業間連携の促進、情報交換や技術交流を通じて、北

海道のものづくり産業の振興を図る目的で開催しております。

この「ものづくりテクノフェア」は、製品や技術

などの“実物”を展示することで、来場者に、直接

見て、触れて、感じてもらう展示型の商談会です。

１０回目の記念開催となる今回は、過去最多の２２８

企業・団体にご出展いただき、来場者数も４，８００名

と過去最高を記録しました。会場内では、商談専用

ブースによるビジネスマッチングや情報交換、技術

交流が活発に行なわれました。

さらに、昨年に引き続き「道内企業と道内大学、

高専、公設試の共同研究発掘フェア」（主催：国立大

学法人北海道大学ほか）も同日開催しました。本

フェアでは、こうした連携を深めることで相乗効果

を上げ、より多くのビジネスチャンスの創出を図り

ました。

２．今年の「ものづくりテクノフェア」の特徴

今年の「ものづくりテクノフェア」の特徴を３点申し上げます。

まず１点目は、道内ものづくりの未来を予感させる展示です。道内では、ものづくり産業に新

たな動きが出始めています。それは、十勝圏で進む壮大なスペースポート計画や、寒冷地向け電

気自動車（EV）の開発、水素利用によるエネルギー循環社会への取り組みなどで、どれもが北

海道の特色を生かしたものです。

今回のフェアでは、道内航空宇宙産業をリードする株式会社植松電機（赤平市）とインタース

テラテクノロジズ株式会社（大樹町）による「ロケット」、次世代エネルギーに取り組んでいる

「北海道発EV自動車」や「移動式水素ステーション」の展示に、高い関心が集まりました。ま

た、「人型ロボット」・「VR（バーチャルリアリティ）」・「ドローン」等の新技術・新商品も出展さ

インフォメーション

「北洋銀行ものづくりテクノフェア２０１６」開催報告
北洋銀行 地域産業支援部
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― １７ ― ほくよう調査レポート ２０１６年９月号

株式会社植松電機のロケット インターステラテクノロジズ株式会社のロケット

移動式水素ステーション 人型ロボットと商談会の様子

れ、来場された道内企業の皆様に、道内ものづくり産業の未来と可能性を感じていただきました。

２点目は、産学官金の連携と道内外の広域連携の拡充です。道内８大学・４高専をはじめ、北

海道経済産業局、北海道、札幌市や道内５信金など、学術・行政機関・金融機関の皆様からご出

展をいただきました。また、北海道新幹線開業で活発な経済交流が見込まれる青森県をはじめ、

東京都大田区、静岡県、愛知県、三重県から合計４５先のご出展があり、ものづくり先進地域と道

内企業による産業交流の活性化を図りました。

３点目は、地方創生の取り組みです。今回は札幌工業高校・札幌琴似工業高校・苫小牧工業高

校・北海道職業能力開発大学校・北海道科学大学の学生の皆様を見学招待し、昨年の１８０名を大

きく上回る３００名に参加いただきました。道内ものづくり企業の技術力を直接見ていただき、そ

の魅力を目で、耳で、そして肌で感じていただきました。この経験をもとに、地元の企業に就職

して、北海道のものづくり産業の発展のために活躍していただきたいと願っております。

３．終わりに

北海道の経済発展のためには、経済波及効果が高く雇用吸収力の高いものづくり産業の発展が

不可欠です。北洋銀行は出資や融資等を含め、これからも円滑な資金供給や販路拡大支援を通し

て「ものづくり企業」を積極的に支援します。また、お客様がこのテクノフェアを通じて得られ

た商談機会を確実にビジネスチャンスに繋げられるよう、引続き最大のサポートをしていきます。

（お問い合わせ先 地域産業支援部 中井 TEL：０１１‐２６１‐１３２１）
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― １８ ―ほくよう調査レポート ２０１６年９月号
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２００１年１０月に確定拠出年金法が施行され、確定拠出年金制度（以下、DC制度といいます）が

スタートしてから約１５年が経過しました。

その間にDC制度は実施事業主数２万３，０００社、加入者数５７７万人を超え１、代表的な企業年金制

度の一つとなり、加えて先の通常国会では同法が改正され、２０１７年１月より個人型加入者の拡大

が施行されるなど、DC制度は新たなスタートを切ることになります。

確定給付企業年金制度（以下、DB制度といいます）を採用している企業では、２０１３年から続

くアベノミクス効果による好調な運用環境の恩恵を享受してきましたが、日銀によるマイナス金

利政策の影響により、新たな局面を迎えようとしています。

マイナス金利政策がDB制度採用企業に与える影響とDC制度検討のポイントならびに加入者拡

大が見込まれる個人型DC制度について、簡潔に解説します。

１．日銀によるマイナス金利政策の影響

日本銀行は２０１６年１月に初めてマイナス金

利政策を導入しました。これにより長期金利

の指標となる新発１０年国債の利回りは２月下

旬よりマイナスに転じました。

DB制度を採用している企業では、マイナ

ス金利政策により決算時に与える会計上の影

響が少なくありません。

（１）退職給付債務の認識が必要なDB制度と運用環境

退職給付会計において原則法を採用している企業の場合、将来支払う退職給付の額を現在時点

の価値に換算するにあたって「割引率」を用いて計算します。

「割引率」の基礎となる安全性の高い長期の債券の利回りは、「期末における長期の国債、政

府機関債及び優良社債の利回りを基準とする」とされています。

通常時においては、長期国債等の利回りはプラスのため、退職給付の現在価値は将来必要とな

る退職給付の額よりも小さくなります。一方で、マイナス金利下においては、退職給付の現在価

値は、将来必要となる退職給付の額よりも大きくなるという逆転現象が生じています２。

経営のアドバイス

企業年金制度の現状と拡大する個人型DC制度
株式会社北洋銀行 法人部

１厚生労働省ホームページより。実施事業主数は２０１６年５月３１日時点、加入者数は２０１６年４月末速報値。
２企業会計基準委員会では「退職給付債務の計算における割引率について、２０１６年３月決算においては、割引
率として用いる利回りについて、マイナスとなっている利回りをそのまま利用する方法とゼロを下限とする方
法のいずれの方法を用いても、現時点では妨げられないものと考えられる。」とされています。（第３３１回 企業
会計基準委員会議事 ２０１６年３月９日�）
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― １９ ― ほくよう調査レポート ２０１６年９月号

＜出典＞企業年金連合会「企業年金の運用状況（２０１５年度）」より北洋銀行作成
（注１）企業年金連合会「資産運用実態調査」。２００３年度までは厚生年金基金の集計。２００４年度以降は、厚生

年金基金と確定給付企業年金の集計。
（注２）修正総合利回りは運用成果を測定する尺度のひとつ。時価ベースの資産価値の変化を測定する。

修正総合利回り（％）＝総合収益／元本平均残高
（注３）２０１５年度の修正総合利回りは２０１６年３月時点の企業年金連合会の推計値。

日本の会計基準では、割引率等を変更した結果生じた数理計算上の差異を平均残存勤務期間内

の年数にわたって規則的に費用計上していく「遅延認識」が認められていますが、国際会計基準

を導入している場合等には「即時認識」するため、決算に与える影響が大きくなります。

２０１６年３月期の決算においては、このような企業が特別損失を計上し、業績を下方修正したこ

とが、新聞紙上にも大きく採り上げられました。

前期は重要性基準３等によりマイナスの割引率を採用しなかった企業の多くも、今期はマイナ

ス金利を割引率に適用するケースが増えるものと見られ、マイナス金利が企業の決算に与える影

響は更に拡がるものと思われます。

また運用環境の方は、マイナス金利により債券価格は上昇したものの、中国経済の減速懸念の

高まりや原油価格の下落、円高等の影響により、株式価格は下落しました。このため２０１５年度の

企業年金の平均利回りは▲１．８９％４と５年ぶりにマイナスとなりました。

マイナス金利は短期的には債券価格の上昇をもたらすものの、中長期的には長期国債を中心と

した運用を難しくします。２０１６年度の運用環境は、２０１５年度に引き続き、中国経済の減速等に加

え、英国のEU離脱問題なども絡み不透明感を増すものと思われ、企業年金の運用は更に難しい

舵取りを迫られます。

＜修正総合利回りの推移＞

３割引率の決定に際して、（１）前期使用した割引率で計算した当期末の退職給付債務と、（２）当期の市場金
利に基づいて当期末の見込として適当な割引率で計算した当期末の退職給付債務、とを比較し、（２）が
（１）の１０％以内の変動であれば割引率の見直しを要さないという重要性基準が設けられています。
４企業年金連合会の推計値
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― ２０ ―ほくよう調査レポート ２０１６年９月号

外部積立 

退職給付債務 

退職給付会計を採用している 

場合、期末退職給付債務と外 

部積立の差額は、退職給付引 

当金として負債認識が必要。 

「割引率」の低下に伴い、退職

給付債務は増加します。 

積立不足 

（退職給付引当金）

増額 増額

ＤＣ制度は退職給付債務の 

認識は不要です。 

（２）退職給付債務の認識が不要なDC制度の検討

冒頭でも触れましたが、確定給付型（DB制度や社内一時金制度）の退職金制度を導入してい

る企業でかつ退職給付会計を採用している場合、決算期末に退職給付債務を認識する必要があり

ます。

具体的には、期末時点での在職従業員に将来支払う退職給付の総額を「割引率」を用いて現在

時点の価値に換算します。

さらに退職給付債務に対して、外部積立等で資金準備している金額との差額は、貸借対象表の

負債に計上が必要となります（退職給付引当金）。特に社内一時金制度のみの企業の場合、退職

給付債務＝退職給付引当金となっているケースが多く見受けられます。

DC制度は、給付を約束（確定）している制度ではなく、従業員への掛金拠出を約束（確定）

している仕組みのため、退職給付債務の認識は不要な制度です。

DC制度は、加入者である従業員は原則６０歳前の中途引出しができない仕組みですが、長くな

る高齢期に向けた資金準備手段として、ならびに退職給付債務の抑制・削減という観点からも、

確定給付型（DB制度や社内一時金制度）の一部または全部をDC制度への移行を検討する企業が

増えています。
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― ２１ ― ほくよう調査レポート ２０１６年９月号

＜出典＞「確定拠出年金法等の一部を改正する法律案概要」（厚生労働省）をもとに北洋銀行作成
（注１）企業型DCのみを実施する場合は、企業型DCへの事業主掛金の上限を年額４２万円（月額３．５万円）とす

ることを規約で定めた場合に限り、個人型DC制度への加入を認める。
（注２）企業型DCと確定給付型年金を実施する場合は、企業型DCへの事業主掛金の上限を年額１８．６万円（月

額１．５５万円）とすることを規約で定めた場合に限り、個人型DC制度への加入を認める。

２．確定拠出年金法等の一部を改正する法律（DC制度を巡る動き）

「確定拠出年金法等の一部を改正する法律」の内容（抜粋）

・個人型確定拠出年金の加入対象拡大

・簡易型確定拠出年金の創設／小規模事業主掛金納付制度の創設

・運用商品の厳選化

・運営管理機関評価の努力義務化

・継続投資教育の努力義務化

・デフォルト商品の規定整備

・拠出単位の年単位化

・ポータビリティの拡充

「確定拠出年金法等の一部を改正する法律」が、２０１６年５月２４日に衆議院本会議で可決され、

６月３日に公布されました。同法では掛金の年単位化、継続投資教育の努力義務化、簡易型確定

拠出年金制度の創設、小規模事業主掛金納付制度の創設など、確定拠出年金制度を更に拡充する

改正が盛り込まれていますが、最も注目されている事項は個人型DC制度の加入対象者の拡大で

す。

個人型DC制度における加入対象者拡大の概要
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― ２２ ―ほくよう調査レポート ２０１６年９月号

来年（２０１７年）１月から、これまで個人型DC制度に加入することができなかった公務員、国

民年金の第三号被保険者（家事専従者）、他の企業年金制度５がある会社の従業員が新たに加入で

きるようになり、２０歳以上６０歳未満の国民年金加入者は、原則、全員が個人型DC制度に加入で

きるようになります（国民年金の保険料免除者等を除きます）。

公的年金（厚生年金）の支給開始年齢の引上げ、給付水準の調整（マクロ経済スライド）によ

り、公的年金制度が縮小していく中で、自助努力による老後のための資産形成の重要性はますま

す高まってきています。

個人型DC制度は、毎月の掛金６が所得税・住民税の計算にあたって所得から控除されること、

運用時には運用益が非課税になること、受取り時には一時金として受け取る場合には退職所得控

除、分割して年金で受け取る場合には公的年金等控除の対象となる、という税制優遇措置が設け

られており、老後のための資産形成の手段として、有効な制度と考えられます。

参議院厚生労働委員会や社会保障審議会企業年金部会でも、法律を改正するだけではなく、今

後個人型DC制度の普及に努めるようにとの意見があり、厚生労働省が後押しして、国民年金基

金連合会と運営管理業務を営む金融機関等の任意団体である運営管理機関連絡協議会から成る

「確定拠出年金普及・推進協議会」がこの７月に設立されました。

同協議会では、普及を推進するための親しみのもてる愛称の制定や、加入手続きの簡素化など

により加入者の制度利用の利便性を高めるための事務の改善などが検討される予定です。

個人型DC制度の普及のためには、このような取組みと共に、あわせて拠出限度額の引上げ

や、国民年金の種別ごとに異なっている拠出限度額の共通化など、もう一段の法律改正が望まれ

ます。そのような改正がなされれば、国民全員が少なくとも企業型または個人型の確定拠出年金

のいずれかには必ず加入しているという時代が来るかもしれません。

３．むすび

公的年金制度が縮小していく中で、私的な企業年金制度の重要性はますます高まって来ていま

す。企業年金制度が公的年金制度の肩代わりをすることはできませんが、将来に亘って国民が安

心して暮らせるように官民がお互いに更に知恵を絞り、企業年金制度を更に発展させていかなけ

ればならない時期に来ているといえます。

５「企業年金制度」とは、確定給付企業年金制度、厚生年金基金制度、企業型確定拠出年金制度の３制度を指
します。独立行政法人勤労者退職金共済機構が運営する中小企業退職金共済制度や、各商工会議所が運営する
特定退職金制度は含まれません。
６２０１８年１月１日以降は法律上、掛金が年単位で規定されるため、年払いや半年払い等も可能となります。
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― ２３ ― ほくよう調査レポート ２０１６年９月号

多くのニューヨーカーで賑わう一風堂NY

【ニューヨークの日本食ブーム】

世界一の経済都市として、比較的高い所得層の割合の多いニューヨークにおいては、外食１食

あたりにかけるお金が全米で最も多く、１週間あたりの外食頻度もほかの都市に比べて高いと言

われています。高い需要を背景として、ニューヨークには２万４，０００軒を超えるレストランがあ

り１、多国籍都市らしく様々な国の本格的な料理を味わえます。

日本食レストランは７５０軒以上が営業しており、特に２００８年に「IPPUDO（一風堂）NY」が進出

して以降、「Ramen（ラーメン）」ブームが起きており、今や非常にポピュラーで身近な日本食と

なっています。

レストランの口コミサイトとして有名な

「Yelp」で検索すると、ニューヨークの中心であ

るマンハッタン島だけで１００軒近いラーメン店が

掲載されています。しかし、聞くところによる

と、日本人以外の経営が多く、なかにはブームに

便乗し味の質の高くないところもあるようです。

なお、一風堂の成功の影響か博多ラーメン風の

店舗が多く、残念ながら味噌スープとちぢれ麺の

本格的な札幌ラーメンの店は、ニューヨークでは

なかなか見かけません。

当地の物価は実感として北海道の１．５倍以上で

あり、ラーメンも１杯１２～１５ドル（約１，２００円～

１，５００円）が一般的な価格設定です。多くのラー

メン店は豊富な日本食のサイドメニューやアル

コール提供にも力を入れており、来店客は長時間

滞在しゆっくりと食事を楽しんでいます。一風堂

には日本のビールや日本酒を提供するウェイティ

ングバーも併設され、一人当たりの客単価は３０～

４０ドルであるなど、日本の一般的なラーメン店と

はだいぶイメージが違います。

アジアニュース

ニューヨークでの日本食レストランの活況について
北洋銀行 人事部 調査役

吉田 明弘
（千葉銀行ニューヨーク支店出向）

１ジェトロニューヨーク事務所「ニューヨークスタイル」（２０１５年）より
２ご参考：札幌市北区、東区、清田区がそれぞれ約６０�
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IFEでは道内ラーメン店の試食が人気を集
めました。

JAPAN WEEK２０１６では北海道産の海の幸
を使った回転寿司の実演販売が行われま
した。

【店舗開業にあたっては】

ニューヨークは、中心にあるわずか約６０�のマンハッタン島２に１６０万人以上が住み、更に半径
４キロ程度の中にオフィス等が集中し就業人口を合わせた密度は東京都心部よりも高いと言われ

ています。したがって、外食市場として非常に魅力的な反面、店舗の賃料は非常に高く、例えば

オフィスエリアであるミッドタウンの周縁部で月間賃料は坪７５０～９００ドル、日本食レストランが

多くあるダウンタウンのイーストビレッジ地区で坪３００ドルの水準と言われており、採算確保に

は高い収益が求められます。

また賃貸不動産に対する高い需要を背景として不動産オーナーは概して強気であり、不動産賃

借契約の交渉を経て開業に至るまで１年以上を要することも多いようです。

４０坪程度の店舗出店の初期費用（内装工事費、営業権の取得、弁護士費用など）は４０～５０百万

円程度との試算があります。内装工事、許認可の取得などがスムーズに進まないことも多く、開

業の遅れによる賃料追加負担の可能性なども考えると当地への出店にあたっては、一定の資金力

が必要となります。円滑な事業開始のために現地事業者とパートナーを組むことも有力な選択肢

かもしれません。

【ジェトロや札幌市の進出支援】

ジェトロ（日本貿易振興機構）や札幌市では、定期的に米国やニューヨークにて展示会等の開

催・参加支援をしており、道内の事業者の海外進出を後押ししています。

今年３月にはニューヨークのグランドセントラル駅のホールにて、日本政府観光局の主催によ

る「JAPAN WEEK２０１６」が開催されています。北海道・東北地区連携での旅行者誘致活動や回

転寿司の実演販売がおこなわれ、道内からは「らーめん山頭火（アブ・アウト）」や「ロイズコ

ンフェクト」などが商品を出品し、来場者に好評を博しています。
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６月にはニューヨークの大型展示場ジャヴィッツセンターにて「International Franchise Expo

（IFE）」が開催されています。道内のラーメン店２店（「Ninjamen」、「麺屋開高」）が全米でのフ

ランチャイズ展開を狙いとして出展し、米国の事業者に留まらず幅広い地域の来場者から多くの

反響を得た模様です。

現地の生の声で高い評価を得て、海外進出を決断された事業者は多く、現地の飲食業界事情を

実感するための機会としてもこれらの展示会等への参加は有効と思われます。

【道内飲食関連事業者の北米進出動向】

「らーめん山頭火」を運営するアブ・アウトは日系スーパーのフードコートを中心に積極的な

出店をおこない、ロサンゼルスなどを始め全米に１２店舗を展開しています。昨年ボストンにオー

プンした店舗が地元誌で高い評価を得るなど、日本と同じ味の徹底が米国人の心をしっかりと掴

んで人気を得ており、今後も北米での出店継続が予想されます。

道内最大手製麺会社の西山製麺は、札幌ラーメンを米国に広めるため平成２６年に現地法人を立

上げし、米国でラーメン店を開業する事業者に対し原材料の提供のみならず店舗出店に至るまで

の支援までおこなっています。現在、同社の麺を使用し本格的な札幌ラーメンを提供する店はワ

シントンDCやボストンなどに７店舗となりました。同社では道内事業者の米国へのチャレンジ

も大変期待しています。

【北海道発グルメの可能性】

米国の法規制の関係から、日本の食肉をそのまま当地で使用することはかなり高いハードルが

あるほか、調味料やその他加工食品の輸出・利用についても保存料や添加物に関する米国の基準

に対応する必要があります。

しかし、北海道ブランドの「食」（例えば、ラーメン、スープカレー、豚丼など）の米国の外食

市場へのアピール力はかなり高く、北海道の食文化を最大限活かして北米で収益を上げていける

可能性は十分にあります。

マンハッタン市内中心部には、小規模ですが唯一物産展を

新潟県が出店しており、名産の日本酒を３０種類以上揃えてい

るほか、イートインコーナーを設け名物料理の提供もおこな

うなど県産品の情報発信基地としています。新潟県は米国の

有名料理学校に日本食講座が創設されるのに合わせてコシヒ

カリ提供に係る提携をするなど、米国への食文化の発信に力

を入れているようです。

北海道ブランドのアンテナショップをニューヨークに開設

し、世界に情報発信するとともに、道内事業者の北米進出の

足掛かりにしていくというのも面白いのではないでしょう

か。
新潟県物産店はマンハッタンの中心
部にあります

ｏ．２４２（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２３～０２６　アジアニュース（ＮＹ）  2016.08.23 16.57.17  Page 25 



アジアニュース

― ２６ ―ほくよう調査レポート ２０１６年９月号

【ニューヨークから世界へ】

底堅い経済の強さを見せ、拡大を続ける米国市場は非常に魅力的です。また、ニューヨークで

の出店成功はメディア等でも大きな注目を集めることとなり、その後の更なる海外事業展開にも

大きく寄与することも想定できます。

また、北海道の「食」を米国で身近なものに感じて頂くことで、日本を訪れる外国人が北海道

にも足を伸ばすきっかけになることも期待できるでしょう。

当行は、千葉銀行など７行による、システムの共同化や顧客サービス・商品の充実を目的とし

た「TSUBASA（翼）プロジェクト３」に平成２７年８月より参加し、平成２８年４月より千葉銀行

ニューヨーク支店に行員を１名派遣し、北米での情報収集・お取引先支援をおこなっています。

当行の本支店及び千葉銀行との協働により、道内事業者の北米進出のお手伝いをさせて頂くと

ともに、もっと北海道の「食」を海外に紹介する一助になれれば大変幸いです。何かございまし

たら、ぜひお取引店を通してお問い合わせ頂けるようお願い致します。

３平成２０年３月に顧客サービス・商品の充実、ITコストの抑制およびIT要員の相互補完等を目的として開始した
プロジェクトであり、現在７行（千葉銀行、第四銀行、中国銀行、伊予銀行、北國銀行、東邦銀行、北洋銀
行）が参加。「市場・国際業務の連携強化に関する協定」を締結し、海外ビジネスにかかる取引先向け商談会や
セミナーの共同開催、海外拠点の相互利用、人材交流などもおこなっています。
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商品 単位 銘柄・産地 上海 大連 バンコク シンガポール サハリン

卵 ０．５kg 現地産 ３９２ ５２～１９１ ２３７ ２０４ １０５～１７８

牛乳 １リットル 現地産 ２０７～４２２
２９

（２４３ml）
１１４

２３５
（８３０ml）

１３３～１６４

じゃがいも ０．５kg 現地産 １４９～１８８ １８～７６ １８０
１３９

（アメリカ産）
３８

オレンジ ０．５kg アメリカ産 １８８ ２３５
２６４

（１個）
６５

（１個）
１０１

エジプト産

小麦粉 １kg １５５ ９２ １３２ １９３ ８７

ビール
３５０ml 日本メーカーA社製 １１２ － － － －

３５０ml 日本メーカーB社製 － ８６ １４７ ２８６ ２６５

カップラーメン １個 日本メーカー製 ８４ １０１ ２２５ １１６ ３９２

ミネラルウォーター ５５０ml ２８ ２３ ２１ １３５ ２５～７２

コーラ ３３０ml コカコーラ ３４ ３７ ４５ ６１ ７８

ハンバーガー １個
マクドナルド
ビッグマック

２６６ ２８２ ６００ ４４０ －

タクシー初乗り ２１９ １５６ １０２ ３０１ ２９８～３９２

ガソリン １リットル レギュラー １１７ ９２ ９６ １４６ ６５

トイレットペーパー １０巻 日本製
５１７

（現地製４巻）
４８４

４３２
（現地製）

５３７
２４８

（現地製４巻）

乾電池 単三２本 米国製
１３９

（現地製）
６９

（現地製）
２８５ ２５９ １４２

洗濯洗剤 １kg 日本製
２１２

（現地製）
２０２

（現地製）
３５４ ２１０ ６５９

クリーニング代 Yシャツ１枚 現地クリーニング店 １５６ ２３５ ２４０ ３０９ ３１４

電気料金 １kwh 住居用 ９ ７ ４５ １４ ６

水道料金 １� 住居用 ３０ ４８ ３０ ９０ ５２

新聞 １部 一般紙 １５ １５ １５ ８５ ４３

バス 市内均一区間 ３１ １５～３１ ２４ １０８～１７０ ３１

地下鉄 初乗り ４７ ３１－１０９ ６６ １０８～１１６ －

携帯

機種 iPhone６６４G ９５，３９５ ９５，５２０ ８８，２００ ５５，３７５ ７５，３４４

基本料金／月 ７２１ ９１０ ２，４００ ３，３１７ １，８８４

通話料金／分 ３ ３ ２ １２ １

映画チケット 大人１名 時間帯により変動８６２～２，１９６９４１～１，２５５６００～１，３５０ １，００５ ３１４～７０６

現地価格調査（２０１６年８月）
（単位：円）

【調査場所】 いずれも日本製品を扱う、比較的高級なスーパーマーケット。
上海 カルフール古北店、しんせん館古北店、ローソン国際貿易中心店
大連 カルフール西安路店、ローソン森ビル店
バンコク トップス、フジスーパー
シンガポール コールドストレージ、明治屋
サハリン ユジノサハリンスク市シティモール、携帯電話ショップ「スヴィズノイ」

【換算レート】 ２０１６年７月２９日仲値
１中国元＝１５．６９円 １タイバーツ＝３．００円 １シンガポールドル＝７７．３４円 １ロシアルーブル＝１．５７円
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経済コラム 北斗星

急がれる「労働生産性」の向上
世界経済は、先進国における低成長、新興国の引き続く景気低迷、国際テロの多発、英国

のEU離脱などもあって、先行き不透明感が一段と強まっている。一方、我が国では、７月

の参議院選挙の結果、政治面では与党の政権基盤の一層の安定化が図られたものの、経済面

ではアベノミクスの効果が実感できない状態が依然として続いているほか、物価見通しに関

する不確実性も高まっている。こうした状況に対処するため、日本銀行は、７月２９日にETF

買い入れ額の増額など追加的な金融緩和の強化に踏み切った。また、政府も本年度予算の補

正により大規模な財政支出の増額を図る方針を打ち出している。もっとも、伝えられるとこ

ろでは、相も変わらず低所得者層への一律給付金支給などの案が出ているうえ、最近、所謂

「ヘリコプター・マネー」の是非をめぐる議論も活発化している。我が国経済の状況は、果

たしてこのような短期的かつ一時的効果しか期待できない政策論議に資金や時間を費やして

いる場合であろうか。

我が国経済の低迷の背景には、人口減少・少子高齢化という人口問題に加え、潜在成長率

がゼロ近傍にまで落ち込んできているという構造問題がある。経済のグローバル化の下で、

我が国の企業が生産拠点の多くを海外にシフトしてきたことも、国内経済の活性化に対して

重石に働いたことは間違いない。そもそも経済政策には、短期的視点からの個人消費や設備

投資の国内需要喚起策のほか、長期的視点に立った構造改革の双方が必要であることは異論

がなかろう。今、我が国にとっての喫緊の課題は、長期的視点に立った構造改革にある。こ

の意味で、経済政策の力点を、明確に構造改革にシフトしていくことが必要ではないか。

人口減少の影響が、ビジネス面でもじわじわと肌で感じられるようになってきた。経済成

長の物差しとなるGDP（a）は、生産年齢人口（b）と一人当たりの生産性（c）を掛け合わ

せたものだ（a=b×c）。今、（b）が減少していく社会にあって、（a）を維持ないし増加を図

ろうと思えば、（c）すなわち一人当たりの生産性の向上を図ることが何よりも重要だ。

こうした問題意識は、政府の経済戦略の中でも次第に重視されてきている点は心強い。例

えば、「日本再興戦略２０１６（第４次産業革命に向けて）」において、今後の戦略的課題とし

て、①新たな「有望成長市場」の戦略的創出、②人口減少に伴う供給制約や人手不足を克服

する「生産性革命」、③新たな産業構造を支える「人材強化」に取り組むこと、の重要性が

強調されている。

これを北海道経済に即して考えると、「食」と「観光」を２本柱として地域経済の再構築

を図ろうという戦略のもと、喫緊の課題は、第１次産業及び第３次産業の生産性向上を如何

に図るかが重要なポイントとなる。第１次産業にあっては、TPPへの賛否の如何にかかわら

ず、これまで以上に生産性の向上に真剣に取り組む必要がある。難しいのはサービス産業に

おける生産性の向上だ。運輸、ホテルなど観光関連業界において、すでに「人手不足」とい

うボトルネックが出始めている。先進国などと比較して遅れているといわれるサービス産業

の生産性向上をこの北の大地で如何に進めていくか。生産性向上の具体策の検討とその着実

な実行を急がなければならない。 （平成２８年８月３日 北洋銀行会長 横内 龍三）
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２４年度 ９９．６ △１．９ ９５．８ △２．９ １００．３ △２．１ ９５．９ △１．８ １０２．８ △１．７ １００．１ △３．０
２５年度 １０１．３ １．７ ９８．９ ３．２ １０１．５ １．２ ９８．７ ２．９ ９９．０ △３．７ ９８．９ △１．２
２６年度 ９７．３ △３．９ ９８．４ △０．５ ９６．１ △５．３ ９７．５ △１．２ １０４．０ ５．１ １０４．９ ６．１
２７年度 ９４．８ △２．６ ９７．４ △１．０ ９５．６ △０．５ ９６．３ △１．２ １００．６ △３．３ １０６．８ １．８

２７年４～６月 ９５．２ △２．０ ９８．０ △１．３ ９７．１ ０．０ ９６．９ △１．３ １０２．１ △４．６ １１３．９ ０．５
７～９月 ９５．４ ０．２ ９７．０ △１．０ ９５．７ △１．４ ９６．２ △０．７ １０１．３ △０．８ １１３．３ △０．５
１０～１２月 ９４．２ △１．３ ９７．１ ０．１ ９４．９ △０．８ ９６．６ ０．４ １００．３ △１．０ １１２．７ △０．５

２８年１～３月 ９３．３ △１．０ ９６．１ △１．０ ９２．９ △２．１ ９４．７ △２．０ １０３．５ ３．２ １１５．４ ２．４
４～６月 p９３．１ △０．２ ９６．３ ０．２ p９２．３ △０．６ ９４．９ ０．２ p１０３．５ ０．０ １１３．９ △１．３

２７年 ６月 ９５．７ ２．９ ９８．３ １．７ ９８．０ ２．４ ９６．８ ０．６ １０２．１ ０．０ １１３．９ ０．８
７月 ９５．１ △０．６ ９７．４ △０．９ ９６．５ △１．５ ９６．２ △０．６ １０２．６ ０．５ １１３．２ △０．６
８月 ９６．６ １．６ ９６．７ △０．７ ９５．７ △０．８ ９６．４ ０．２ １０２．６ ０．０ １１３．４ ０．２
９月 ９４．５ △２．２ ９７．０ ０．３ ９４．８ △０．９ ９６．１ △０．３ １０１．３ △１．３ １１３．３ △０．１
１０月 ９４．６ ０．１ ９８．２ １．２ ９４．５ △０．３ ９８．６ ２．６ １００．９ △０．４ １１１．９ △１．２
１１月 ９４．４ △０．２ ９７．１ △１．１ ９５．５ １．１ ９６．２ △２．４ １００．３ △０．６ １１２．３ ０．４
１２月 ９３．７ △０．７ ９５．９ △１．２ ９４．７ △０．８ ９４．９ △１．４ １００．３ ０．０ １１２．７ ０．４

２８年 １月 ９３．２ △０．５ ９８．３ ２．５ ９２．４ △２．４ ９６．８ ２．０ １０３．０ ２．７ １１２．４ △０．３
２月 ９２．６ △０．６ ９３．２ △５．２ ９０．７ △１．８ ９２．８ △４．１ １０３．３ ０．３ １１２．２ △０．２
３月 ９４．２ １．７ ９６．７ ３．８ ９５．７ ５．５ ９４．５ １．８ １０３．５ ０．２ １１５．４ ２．９
４月 ９３．９ △０．３ ９７．２ ０．５ ９３．９ △１．９ ９６．０ １．６ １０５．０ １．４ １１３．４ △１．７
５月 r ９０．１ △４．０ ９４．７ △２．６ ９０．２ △３．９ ９３．５ △２．６ p１０２．９ △２．０ １１３．９ ０．４
６月 p９５．３ ５．８ ９６．９ ２．３ p９２．８ ２．９ ９５．１ １．７ r１０３．５ ０．６ １１３．９ ０．０

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２４年度 ９４９，６５６ ０．１ １９５，５５２△０．７ ２１１，５４７ △１．２ ６６，４９３ △１．１ ７３８，１０８ ０．５ １２９，０５９ △０．６
２５年度 ９７７，３５３ ２．９ ２０１，４３９ ２．４ ２１８，６０１ ３．３ ６８，９３０ ３．７ ７５８，７５２ ２．８ １３２，５０８ １．８
２６年度 ９６７，５６３△１．０ １９９，９５２△０．９ ２０９，５４７ △４．１ ６７，０２１ △２．８ ７５８，０１６ △０．１ １３２，９３１ ０．０
２７年度 ９６１，５５４ ３．３ １９９，４００ ２．７ ２１０，１９０ ０．３ ６７，９２３ １．３ ７５１，３６５ ４．０ １３１，４７７ ３．３

２７年４～６月 ２３８，７０６ ４．４ ４９，４２３ ５．３ ４８，００３ ４．２ １６，０３４ ５．９ １９０，７０３ ４．５ ３３，３８９ ５．０
７～９月 ２３０，５４９ ２．７ ４８，２２８ ２．８ ４９，５３５ ０．７ １５，９６４ ２．１ １８１，０１４ ３．２ ３２，２６４ ３．２
１０～１２月 ２５７，６１５ ２．２ ５３，４８７ １．３ ５９，６０８ △１．０ １９，３１４ ０．１ １９８，００７ ３．０ ３４，１７３ １．７

２８年１～３月 ２３４，６８５ ３．９ ４８，２６３ １．７ ５３，０４４ △１．９ １６，６１２ △２．０ １８１，６４１ ５．５ ３１，６５１ ３．５
４～６月 ２２８，３０５ ０．６ ４７，１１０△０．９ ４６，２９０ △３．６ １５，３２０ △４．５ １８２，０１５ １．７ ３１，７９０ ０．９

２７年 ６月 ７８，５４４ ０．３ １６，４１３ ０．６ １６，００２ △２．７ ５，３９３ △０．２ ６２，５４２ １．０ １１，０２０ １．０
７月 ７９，３１１ ３．３ １７，０５７ ３．２ １８，０７１ ２．４ ６，１９１ ３．１ ６１，２４０ ３．４ １０，８６７ ３．１
８月 ７９，１７６ ３．０ １６，０５６ ２．６ １５，７９７ ０．２ ４，８３２ ２．０ ６３，３７９ ３．８ １１，２２５ ３．２
９月 ７２，０６２ １．６ １５，１１４ ２．６ １５，６６７ △０．８ ４，９４１ １．１ ５６，３９５ ２．３ １０，１７３ ３．４
１０月 ７６，８６４ ３．０ １６，０７２ ４．０ １７，３６９ ０．１ ５，４９６ ３．８ ５９，４９５ ３．７ １０，５７６ ４．０
１１月 ７８，１４９ ０．１ １６，４９０△０．８ １７，７９２ △３．９ ５，９９２ △２．９ ６０，３５７ １．１ １０，４９９ ０．１
１２月 １０２，６０２ ３．３ ２０，９２５ ０．９ ２４，４４６ ０．５ ７，８２６ △０．１ ７８，１５５ ３．９ １３，０９９ １．２

２８年 １月 ８０，７４４ ５．１ １６，９１３ ２．１ １８，５３３ △０．１ ５，８６９ △２．１ ６２，２１１ ６．４ １１，０４４ ４．３
２月 ７２，９０８ ４．７ １４，８８６ ３．３ １５，８０８ △３．３ ４，９１２ △０．３ ５７，１００ ６．９ ９，９７４ ５．０
３月 ８１，０３３ ２．２ １６，４６３△０．２ １８，７０３ △２．５ ５，８３１ △３．２ ６２，３３０ ３．４ １０，６３３ １．３
４月 ７５，５２３ １．２ １５，４５６△０．１ １５，０８１ △３．６ ５，０１２ △４．０ ６０，４４３ ２．５ １０，４４３ １．９
５月 ７７，１５２△０．６ １５，９７８△１．９ １５，６０３ △４．６ ５，１２５ △５．４ ６１，５４９ ０．５ １０，８５４ △０．１
６月 ７５，６２９ １．３ １５，６７５△０．７ １５，６０６ △２．５ ５，１８３ △３．９ ６０，０２３ ２．３ １０，４９２ ０．９

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２９ ― ほくよう調査レポート ２０１６年９月号
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年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２４年度 － － － － － － － － － － － －
２５年度 － － － － － － － － － － － －
２６年度 １３０，０３９ － ４１，７８１ － ２１０，７３８ － ４９，４２３ － １２８，５２２ － ３２，５１７ －
２７年度 １３６，８１６ ５．２ ４２，２８８ １．２ ２２９，８２０ ９．３ ５４，６７０ ９．０ １３１，５８９ ２．４ ３３，１５８ ２．０

２７年４～６月 ２９，２６３ ７．３ ９，７１１ ５．２ ５３，６９３ ５．１ １３，３８１ １２．４ ３６，７３５ ４．１ ８，７５０ ３．９
７～９月 ３４，０７２ ７．０ １１，０５０ ３．８ ５９，０４４ ９．４ １３，７２６ ７．８ ３２，７１４ ２．９ ８，２７２ ２．６
１０～１２月 ３６，９７５ ２．８ １０，９８３△１．８ ５８，４８７ １０．６ １３，９８２ ７．５ ３６，８０９ ０．７ ８，８４１ △０．５

２８年１～３月 ３６，５０６ ４．４ １０，５４４△１．７ ５８，５９６ １１．８ １３，５８２ ８．５ ２５，３３１ １．８ ７，２９５ ２．０
４～６月 ３０，１７６ ３．１ ９，６９７△０．１ ５８，６１２ ９．２ １４，１８２ ６．０ ３６，６８３ △０．１ ８，８１６ ０．８

２７年 ６月 ９，６３９△１．５ ３，２５２△４．６ １８，８９０ ９．２ ４，５４０ ８．８ １１，２４５ △２．４ ２，７０２ △１．３
７月 １１，１９５ ９．３ ４，１３５ ４．８ １９，５８３ ８．０ ４，７０９ ７．６ １１，６３６ ５．４ ２，８３１ １．９
８月 １２，１９８ ８．１ ３，８０４ ６．７ ２０，３６１ １１．０ ４，６７５ ９．１ １１，２３５ ０．６ ２，８６２ ３．７
９月 １０，６７９ ３．６ ３，１１１△０．６ １９，１００ ９．３ ４，３４２ ６．５ ９，８４３ ２．５ ２，５７９ ２．３
１０月 １０，４９８ ４．３ ３，０５０ ２．０ １９，１６１ １１．１ ４，５５１ ９．７ １１，３８６ ３．１ ２，７４９ ４．２
１１月 １１，２５５△３．０ ３，３５８△３．７ １９，１９８ １０．８ ４，４３２ ７．３ １１，５３７ ０．９ ２，７１６ △２．３
１２月 １５，２２２ ６．６ ４，５７５△２．８ ２０，１２８ １０．０ ５，０００ ５．７ １３，８８６ △１．３ ３，３７６ △２．７

２８年 １月 １３，０８８ １０．２ ３，７３７ ３．２ ２０，４５５ ８．１ ４，４４７ ８．０ ８，６３６ ３．８ ２，４３１ ３．１
２月 ９，８９８ ３．７ ２，９８９△１．２ １９，６１３ １３．９ ４，４３６ １０．８ ７，２２７ ３．７ ２，２３４ ２．３
３月 １３，５２０△０．３ ３，８１８△６．３ １８，５２８ １３．８ ４，６９８ ６．８ ９，４６８ △１．３ ２，６３０ ０．９
４月 １０，３３５ ５．５ ３，１３７△０．９ １９，２２３ １２．７ ４，６２５ ９．５ １１，６８２ ０．０ ２，９４９ ３．３
５月 ９，８７２ ０．５ ３，２２４△２．１ １９，０２８ ７．２ ４，７９４ ３．８ １４，０１１ １．５ ３，１４８ △１．４
６月 ９，９６９ ３．４ ３，３３６ ２．６ ２０，３６１ ７．８ ４，７６３ ４．９ １０，９９０ △２．３ ２，７１９ ０．７

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は平成２６年１月から調査を実施

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道客数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２４年度 ４９８，６２９ ３．２ ９５，４２３ ３．３ ２７６，３８１ ８．１ ２８７，７０１ １．３ １１，７２２ ８．６ ４８３ ３７．６
２５年度 ５１１，４７２ ２．６ １００，１７８ ５．０ ２５９，００５ △６．３ ２９３，４４８ ２．０ １２，２６８ ４．７ ６８２ ４１．３
２６年度 ５２８，４３４ ３．３ １０５，４４６ ５．３ ２５９，４６９ ０．２ ２８８，１８８ △１．８ １２，３０８ ０．３ ９３０ ３６．３
２７年度 ５４４，９６９ ３．１ １１１，２７９ ５．５ ２５５，０５８ △１．７ ２８５，５８８ △０．９ １２，８２３ ４．２ １，２４３ ３３．６

２７年４～６月 １３３，３４４ ４．２ ２７，２３１ ６．５ ２５０，６２５ △９．１ ２８５，１８８ １．１ ２，９４０ ３．９ ２３５ ４７．９
７～９月 １４６，９１８ ３．３ ２９，１８２ ５．３ ２４８，９１１ ０．０ ２８１，９７９ １．０ ３，８９６ ２．８ ３２４ ３０．７
１０～１２月 １３７，８５２ ２．６ ２８，１９２ ５．１ ２７０，６２６ ４．４ ２９１，３０８ △３．０ ３，１０８ ４．８ ３０８ ３０．７

２８年１～３月 １２６，８５５ ２．４ ２６，６７３ ５．２ ２５０，０７２ △１．６ ２８３，８７９ △２．５ ２，８７９ ５．８ ３７６ ３０．７
４～６月 １３４，７８９ １．１ ２８，２２０ ３．６ ２４７，１９８ △１．４ ２８０，６００ △１．６ ３，２００ ８．８ ２５５ ８．４

２７年 ６月 ４４，９５３ １．２ ９，０８７ ４．７ ２４０，９７７ △８．０ ２６８，６５２ △１．５ １，０８３ ２．９ ８１ ４１．２
７月 ５０，４２２ ３．２ １０，０３２ ５．３ ２４３，２３０ △７．８ ２８０，４７１ ０．１ １，２２１ ３．５ １３０ ２６．２
８月 ５０，３７２ ３．２ ９，９６１ ５．５ ２３９，５４３ △６．６ ２９１，１５６ ３．２ １，４０４ ０．６ １１４ ３２．８
９月 ４６，１２４ ３．４ ９，１８９ ５．１ ２６３，９５９ １６．６ ２７４，３０９ △０．３ １，２７１ ４．５ ８１ ３５．４
１０月 ４６，４３１ ３．８ ９，４８４ ６．１ ２５６，３７２ △１．９ ２８２，４０１ △２．１ １，１５４ ３．９ ９６ ３０．４
１１月 ４３，８７８ ２．１ ８，９９０ ４．２ ２６２，５６６ １４．４ ２７３，２６８ △２．５ ９５９ ３．４ ７７ ２１．９
１２月 ４７，５４３ ２．０ ９，７１８ ５．１ ２９２，９３９ ２．２ ３１８，２５４ △４．２ ９９４ ７．２ １３５ ３６．４

２８年 １月 ４２，５５１ １．６ ８，８４９ ４．８ ２５１，２９６ ０．９ ２８０，９７３ △３．１ ９１４ ７．７ １３９ ４６．７
２月 ４０，２４７ ４．９ ８，４５３ ７．６ ２３６，１６９ ０．６ ２６９，７７４ １．６ ９３４ ４．４ １４１ ２７．５
３月 ４４，０５７ １．１ ９，３７１ ３．５ ２６２，７５０ △５．８ ３００，８８９ △５．３ １，０３２ ５．６ ９５ １６．６
４月 ４３，１１４ ０．８ ９，１９０ ４．５ ２５６，１８９ △１．２ ２９８，５２０ △０．７ ９３５ １３．７ ７５ ８．１
５月 ４６，２８３ １．４ ９，５９３ ２．６ ２４３，９０３ △３．１ ２８１，８２７ △１．６ １，０９８ ６．１ ８４ △１．２
６月 ４５，３９２ １．０ ９，４３６ ３．８ ２４１，５０３ ０．２ ２６１，４５２ △２．７ １，１６７ ７．８ p ９６ １８．５

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ３０ ―ほくよう調査レポート ２０１６年９月号

ｏ．２４２（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２９～０３３　主要経済指標　※項目増  2016.08.22 17.15.38  Page 30 



年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２４年度 ３５，５２３ １２．５ ８，９３０ ６．２ １，６４７ ７．０ ４４，５５９ １０．０ ８７，０２６ △３．０
２５年度 ３４，９６７ △１．６ ９，８７３ １０．６ １，９１０ １６．０ ４７，６７９ ７．０ ９７，０３０ １１．５
２６年度 ３２，２２５ △７．８ ８，８０５ △１０．８ １，７６９ △７．４ ４５，０１３ △５．６ ９７，８０５ ０．８
２７年度 ３４，３２９ ６．５ ９，２０５ ４．６ １，７６２ △０．４ ４４，２７８ △１．６ １０１，８３８ ４．１

２７年４～６月 ９，４４８ ６．０ ２，３５５ ７．６ ５０３ △２０．１ １２，０２９ ２．８ ２５，５８０ １２．４
７～９月 １０，２４０ １６．０ ２，３６４ ６．２ ６２２ ２６．１ １１，５２７ １．５ ２４，５２７ △０．９
１０～１２月 ９，２２７ △４．１ ２，３２３ △０．７ ３４８ １３．４ １０，５１７ △８．１ ２２，８９８ ２．１

２８年１～３月 ５，４１４ １１．４ ２，１６４ ５．５ ２８９ △１４．６ １０，２０５ △２．９ ２８，８３２ ３．４
４～６月 １０，７０６ １３．３ ２，４７１ ４．９ ５８０ １５．３ １１，９７６ △０．４ ２３，９１３ △６．５

２７年 ６月 ３，２７３ ４．９ ８８１ １６．３ １５３ △３０．８ ３，８６１ △７．６ ９，５１８ １６．６
７月 ３，４０１ １５．２ ７８３ ７．４ １８１ ４．３ ４，２１０ １０．８ ７，４１９ ２．８
８月 ３，４５０ ２２．３ ８０３ ８．８ ２２４ ４０．４ ３，６７５ △５．６ ６，５８２ △３．５
９月 ３，３８９ １０．９ ７７９ ２．６ ２１７ ３５．５ ３，６４１ △０．７ １０，５２６ △１．７
１０月 ３，３１３ △３．１ ７７２ △２．５ １６９ ４６．０ ３，７２６ △２０．２ ７，６９７ １０．３
１１月 ３，１５５ △８．９ ７９７ １．７ １００ ８．９ ３，３２９ △５．５ ６，６８６ １．２
１２月 ２，７５９ ０．９ ７５５ △１．３ ７９ △２０．５ ３，４６２ ６．５ ８，５１６ △３．６

２８年 １月 １，１８６ １７．１ ６７８ ０．２ ５６ △９．０ ３，０５９ △１１．９ ７，２９５ ８．４
２月 １，５７８ ０．９ ７２８ ７．８ ６２ △７１．３ ３，５５８ △１２．４ ７，３６１ △０．７
３月 ２，６５０ １６．０ ７５７ ８．４ １７１ １８５．４ ３，５８９ ２０．７ １４，１７７ ３．２
４月 ３，５６６ ４．８ ８２４ ９．０ １３６ △２６．５ ３，２７９ △２３．２ ７，７２１ △８．２
５月 ３，６８４ ３２．９ ７８７ ９．８ １７９ ８．６ ４，４８４ １５．０ ６，７５７ △１１．７
６月 ３，４５６ ５．６ ８６０ △２．５ ２６５ ７３．４ ４，２１３ ９．１ ９，４３６ △０．９

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２４年度 １７６，８４７ １２．０ ４９，１４２ ２．８ ６８，５２７ ７．６ ５９，１７８ ２７．７ ４，４３９，０９２ １０．７
２５年度 １９８，９８１ １２．５ ５５，５４１ １３．０ ６９，６１５ １．６ ７３，８２５ ２４．８ ４，８３６，７４６ ９．０
２６年度 １７９，４０３ △９．８ ５０，９４０ △８．３ ６０，３５９ △１３．３ ６８，１０４ △７．７ ４，４５３，５０９ △７．９
２７年度 １６８，７０８ △６．０ ５５，１６１ ８．３ ５９，３９０ △１．６ ５４，１５７ △２０．５ ４，１１５，４３６ △７．６

２７年４～６月 ４２，２８６ △３．６ １２，５３０ １０．１ １６，６６０ ３．５ １３，０９６ △２０．０ ９０７，７２３ △７．０
７～９月 ４３，３１５ △７．０ １３，７０８ △０．４ １６，４０９ ２．９ １３，１９８ △２１．７ １，０２７，０３６ △７．０
１０～１２月 ３５，０３２ △８．５ １１，１７４ ７．２ １１，９２３ △３．２ １１，９３５ △２３．２ ９３７，１０１ △８．９

２８年１～３月 ４８，０７５ △５．２ １７，７４９ １５．５ １４，３９８ △９．９ １５，９２８ △１７．６ １，２４３，５７６ △７．５
４～６月 ４２，６０２ ０．７ １４，９０２ １８．９ １６，０３０ △３．８ １１，６７０ △１０．９ ８８９，０７９ △２．１

２７年 ６月 １６，７９８ △１．２ ４，８８７ ８．２ ６，７５４ ２．８ ５，１５７ △１２．９ ３６４，９３０ △３．８
７月 １６，７１２ △７．２ ５，２７２ ５．１ ７，１８５ １．６ ４，２５５ △２８．１ ３５５，８９２ △９．１
８月 １１，１４８ △５．０ ３，５０６ １．６ ４，１２２ ２．５ ３，５２０ △１７．５ ２７１，３８６ △３．５
９月 １５，４５５ △８．２ ４，９３０ △６．９ ５，１０２ ５．２ ５，４２３ △１８．９ ３９９，７５８ △７．４
１０月 １２，２８５ △５．９ ３，６５２ △０．３ ４，４３４ △１．４ ４，１９９ △１４．３ ３１５，１９０ △４．０
１１月 １１，９１９ △７．０ ３，５５７ △０．１ ４，１６８ ０．５ ４，１９４ △１８．０ ３１４，０５２ △７．６
１２月 １０，８２８ △１２．７ ３，９６５ ２３．９ ３，３２１ △９．６ ３，５４２ △３６．０ ３０７，８５９ △１４．６

２８年 １月 １１，６８７ ３．７ ４，５３２ ５０．３ ３，３３８ △１４．３ ３，８１７ △１２．４ ３２８，９９４ △４．４
２月 １３，３７３ △２．４ ４，８１４ １９．６ ３，８４７ △９．９ ４，７１２ △１２．９ ３８２，１１４ △７．５
３月 ２３，０１５ △１０．５ ８，４０３ ０．９ ７，２１３ △７．８ ７，３９９ △２２．６ ５３２，４６８ △９．３
４月 １３，５９３ ３．８ ４，３８５ ８．５ ５，３９３ ３．４ ３，８１５ △０．５ ２６９，２５０ ２．２
５月 １２，２４９ △１．２ ４，２１８ １７．２ ４，２５２ △９．３ ３，７７９ △８．０ ２７５，５０５ △１．４
６月 １６，７６０ △０．２ ６，２９９ ２８．９ ６，３８５ △５．５ ４，０７６ △２１．０ ３４４，３２４ △５．６

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ３１ ― ほくよう調査レポート ２０１６年９月号
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年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２４年度 ７７６，４３６ ３．６ １２３，８２０ １０．３ ０．５７ ０．７４ ２４，９４３ ９．６ ６６２，７２８ １０．０ ５．１ ４．３
２５年度 ９４７，７８５ ２２．１ １４５，７１１ １７．７ ０．７４ ０．８７ ２８，４６４ １４．１ ７１０，１４６ ７．２ ４．５ ３．９
２６年度 ８７５，３７０ △７．６ １４５，２２２ △０．３ ０．８６ １．００ ２９，９１３ ５．１ ７３８，８１１ ４．０ ３．９ ３．５
２７年度 ７７０，８１１ △１１．９ １３９，６７８ △３．８ ０．９６ １．１１ ３１，１８１ ４．２ ７６９，３８７ ４．１ ３．５ ３．３

２７年４～６月 ３６２，４４０ △１４．１ ４５，２２０ △２．９ ０．８８ ０．９８ ３１，５９２ ５．３ ７３６，９８０ １．８ ３．４ ３．４
７～９月 ２１５，６６１ △１８．９ ３８，２２５ △８．０ ０．９９ １．０８ ３１，５７８ ５．０ ７６０，５２３ ３．１ ３．３ ３．４
１０～１２月 ９６，７２７ △４．３ ２９，３３６ △４．０ １．０２ １．１７ ２８，７８４ ５．４ ７４３，８９５ ６．７ ３．４ ３．１

２８年１～３月 ９５，９８２ １１．２ ２６，８９７ １．２ ０．９９ １．２２ ３２，７６７ １．５ ８３６，１５０ ５．０ ３．８ ３．２
４～６月 ４００，５７６ １０．５ ４７，０３２ ４．０ ０．９５ １．１２ ３２，２４１ ２．１ ７８２，６８６ ６．２ ３．４ ３．３

２７年 ６月 １０８，２８６ △１９．９ １５，５６４ △１．８ ０．９１ ０．９９ ３１，３２５ ８．１ ７５６，３４７ ７．５ ３．４ ３．４
７月 ９５，４８６ △２２．６ １４，６３２ △１０．１ ０．９６ １．０４ ３３，８７７ ８．３ ７９８，２２９ ４．３ ↑ ３．４
８月 ６１，３２４ △１８．１ １１，１３２ △１．３ ０．９８ １．０８ ３０，２１７ ７．１ ７１９，６３９ ４．０ ３．３ ３．４
９月 ５８，８５０ △１３．１ １２，４６１ △１０．９ １．０１ １．１２ ３０，６４１ △０．３ ７６３，７０１ １．１ ↓ ３．４
１０月 ４６，５１９ △１１．６ １２，５３０ △４．８ １．０２ １．１３ ３３，７４３ ４．８ ８４３，３５５ ５．３ ↑ ３．１
１１月 ３４，２７５ ３６．８ ８，７２０ ３．３ １．０２ １．１７ ２７，５９４ ６．６ ７１８，０６０ ９．２ ３．４ ３．２
１２月 １５，９３２ △３１．７ ８，０８６ △９．６ １．０１ １．２１ ２５，０１６ ４．９ ６７０，２７０ ５．７ ↓ ３．１

２８年 １月 ５，８２８ △５１．８ ６，５３５ △２．６ ０．９９ １．２３ ３１，９０９ △０．２ ８４６，２８２ １．３ ↑ ３．２
２月 ６，５３０ △５４．２ ６，９６８ △２．２ ０．９９ １．２３ ３３，１８５ ６．１ ８４３，７１１ ８．７ ３．８ ３．２
３月 ８３，６２３ ３９．３ １３，３９５ ５．０ ０．９７ １．２１ ３３，２０８ △１．１ ８１８，４５８ ５．３ ↓ ３．３
４月 １５２，０１８ １．９ ２０，３０１ １０．６ ０．９２ １．１２ ３４，２４７ １．４ ８００，６１８ ３．５ ↑ ３．４
５月 １３６，７２９ ３０．２ １１，４５３ １．４ ０．９５ １．１１ ３０，５９９ ３．１ ７４９，６６０ １０．０ ３．４ ３．２
６月 １１１，８２８ ３．３ １５，２７８ △１．８ ０．９９ １．１４ ３１，８７６ １．８ ７９７，７８０ ５．５ ↓ ３．１

資料 北海道建設業信用保証�ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２２年＝１００ 前 年 同
月比（％）２２年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２４年度 １００．３ ０．０ ９９．６ △０．２ ４３２ △６．９ １１，７１９ △７．８ ８３．０８ １２，３９８
２５年度 １０１．５ １．２ １００．４ ０．８ ３３３ △２２．９ １０，５３６ △１０．１ １００．２３ １４，８２８
２６年度 １０４．５ ３．０ １０３．２ ２．８ ２９１ △１２．６ ９，５４３ △９．４ １０９．９２ １９，２０７
２７年度 １０３．９ △０．５ １０３．２ ０．０ ２６５ △８．９ ８，６８４ △９．０ １２０．１３ １６，７５９

２７年４～６月 １０４．２ △０．５ １０３．４ ０．１ ６１ △２０．８ ２，２９６ △１２．１ １２１．３５ ２０，２３６
７～９月 １０４．４ △０．５ １０３．４ △０．１ ７７ ５．５ ２，０９２ △１４．１ １２２．２３ １７，３８８
１０～１２月 １０４．３ △０．６ １０３．４ ０．０ ５９ ０．０ ２，１５２ △３．２ １２１．４８ １９，０３４

２８年１～３月 １０２．９ △０．５ １０２．６ △０．１ ６８ △１７．１ ２，１４４ △５．６ １１５．４５ １６，７５９
４～６月 １０３．５ △０．６ １０３．０ △０．４ ６３ ３．３ ２，１２９ △７．３ １０８．１７ １５，５７６

２７年 ６月 １０４．３ △０．６ １０３．４ ０．１ ２１ △１９．２ ８２４ △４．７ １２３．７５ ２０，２３６
７月 １０４．４ △０．４ １０３．４ ０．０ ２９ ２０．８ ７８７ △１０．７ １２３．２３ ２０，５８５
８月 １０４．４ △０．４ １０３．４ △０．１ ２６ △７．１ ６３２ △１３．０ １２３．２３ １８，８９０
９月 １０４．３ △０．６ １０３．４ △０．１ ２２ ４．８ ６７３ △１８．６ １２０．２２ １７，３８８
１０月 １０４．４ △０．６ １０３．５ △０．１ ２２ ０．０ ７４２ △７．２ １２０．０６ １９，０８３
１１月 １０４．４ △０．５ １０３．４ ０．１ １５ ７．１ ７１１ △３．３ １２２．５４ １９，７４７
１２月 １０４．０ △０．７ １０３．３ ０．１ ２２ △４．３ ６９９ １．８ １２１．８４ １９，０３４

２８年 １月 １０３．０ △０．７ １０２．６ ０．０ １９ △１７．４ ６７５ △６．３ １１８．２５ １７，５１８
２月 １０２．８ △０．３ １０２．５ ０．０ ２２ １０．０ ７２３ ４．４ １１５．０２ １６，０２７
３月 １０３．０ △０．７ １０２．７ △０．３ ２７ △３０．８ ７４６ △１３．１ １１３．０７ １６，７５９
４月 １０３．４ △０．６ １０２．９ △０．３ ２３ △４．２ ６９５ △７．１ １０９．８８ １６，６６６
５月 １０３．５ △０．６ １０３．０ △０．４ １８ １２．５ ６７１ △７．３ １０９．１５ １７，２３５
６月 １０３．６ △０．６ １０３．０ △０．５ ２２ ４．８ ７６３ △７．４ １０５．４９ １５，５７６

資料 総務省 �東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（４）

― ３２ ―ほくよう調査レポート ２０１６年９月号
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年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２４年度 ４０１，４６７ ７．２ ６３９，４００ △２．１ １，６９８，５３０ ３．８ ７２０，９７８ ３．４
２５年度 ４７１，８５１ １７．５ ７０８，５６５ １０．８ １，９１４，９７９ １２．７ ８４６，１２９ １７．４
２６年度 ４６８，５１６ △０．７ ７４６，６７０ ５．４ １，３４９，５００ △２９．５ ８３７，９４８ △１．０
２７年度 ４７７，１７９ １．８ ７４１，１７４ △０．７ １，１３２，７６３ △１６．１ ７５２，０４８ △１０．３

２７年４～６月 １１４，６５１ ５．１ １８７，９１３ ６．７ ２９７，６５７ △１．５ １９１，２５９ △５．３
７～９月 １３５，７８７ １７．４ １８９，５６４ ３．７ ２９９，４７８ △７．４ １９９，０６６ △５．９
１０～１２月 １２７，１８６ △０．３ １８８，５７８ △４．６ ２８９，１４０ △２２．８ １９０，０１６ △１３．９

２８年１～３月 ９９，５５５ △１４．３ １７５，１１９ △７．９ ２４６，４８８ △２９．４ １７１，７０７ △１５．７
４～６月 １００，２３４ △１２．６ １８０，４９６ △３．９ p２２５，６５２ △２４．２ p１６２，４００ △１５．１

２７年 ６月 ３７，６３１ １４．２ ６５，０４７ ９．５ ９３，６６２ △０．５ ６５，６５６ △３．１
７月 ５３，５７５ ４２．５ ６６，６２９ ７．６ １０７，７１８ ３．９ ６９，２４３ △３．３
８月 ４２，３５９ ２１．１ ５８，８０２ ３．１ １００，２０８ △５．１ ６４，４７７ △３．２
９月 ３９，８５２ △７．６ ６４，１３３ ０．５ ９１，５５２ △１９．７ ６５，３４６ △１１．０
１０月 ４５，４７５ ６．９ ６５，４１３ △２．２ ９１，２０１ △２０．１ ６４，３６５ △１３．４
１１月 ３８，９０１ △３．５ ５９，７８７ △３．４ ９０，９１０ △２７．５ ６３，６６２ △１０．２
１２月 ４２，８１０ △４．２ ６３，３７８ △８．０ １０７，０２９ △２０．７ ６１，９８９ △１８．０

２８年 １月 ３３，３９８ △２３．６ ５３，５１４ △１２．９ ８５，８２７ △３２．９ ５９，９９１ △１７．８
２月 ３０，９７９ △３．７ ５７，０３７ △４．０ ７５，４６４ △２８．６ ５４，６３８ △１４．２
３月 ３５，１７８ △１２．７ ６４，５６８ △６．８ ８５，１９６ △２６．４ ５７，０７７ △１４．９
４月 ３４，０７８ △２０．６ ５８，８９１ △１０．１ ６４，９９２ △３６．５ ５０，６８５ △２３．３
５月 ２８，４８８ △１６．５ ５０，９１８ △１１．３ r ７０，６１４ △３０．５ r ５１，３４７ △１３．７
６月 ３１，１６２ △１７．２ ６０，２５８ △７．４ p ５９，１０２ △３６．９ p ５３，３２７ △１８．８

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２４年度 １４３，９７１ １．４ ６，２９９，５０６ ３．２ ９３，４４７ △０．５ ４，２６７，２９１ ２．２
２５年度 １４５，７５３ １．２ ６，５０８，８６８ ３．３ ９５，００５ １．７ ４，３７３，６２２ ２．５
２６年度 １４９，３７７ ２．５ ６，７３７，４４８ ３．５ ９４，８２７ △０．２ ４，５１９，４３７ ３．３
２７年度 １５１，５４５ １．５ ７，０１５，１０９ ４．１ ９７，１５２ ２．５ ４，６４５，６０９ ２．８

２７年４～６月 １４９，８７６ ２．７ ６，７６０，８９３ ３．９ ９４，０１９ １．６ ４，５０１，４５２ ３．４
７～９月 １４７，６７７ ２．５ ６，７４１，０５５ ３．５ ９４，６８８ １．７ ４，５５８，７３９ ３．４
１０～１２月 １４９，１７２ １．０ ６，７５７，７４１ ２．７ ９６，４３８ １．６ ４，６１２，９８５ ３．２

２８年１～３月 １５１，５４５ １．５ ７，０１５，１０９ ４．１ ９７，１５２ ２．５ ４，６４５，６０９ ２．８
４～６月 １５１，７７５ １．３ ７，１２４，０１２ ５．４ ９６，０３３ ２．１ ４，６０７，９９５ ２．４

２７年 ６月 １４９，８７６ ２．７ ６，７６０，８９３ ３．９ ９４，０１９ １．６ ４，５０１，４５２ ３．４
７月 １４７，６５０ ２．２ ６，７１０，４２９ ４．５ ９４，４２７ １．９ ４，５０８，４５２ ３．８
８月 １４８，２４９ １．９ ６，７０６，８７５ ４．１ ９４，５２４ １．６ ４，５１３，２６２ ３．７
９月 １４７，６７７ ２．５ ６，７４１，０５５ ３．５ ９４，６８８ １．７ ４，５５８，７３９ ３．４
１０月 １４７，６５８ ２．８ ６，７０３，３９１ ４．０ ９５，００６ １．７ ４，５３７，６０９ ３．６
１１月 １４７，６７５ １．１ ６，７７０，４８３ ３．５ ９５，５７３ １．８ ４，５６２，３５８ ３．３
１２月 １４９，１７２ １．０ ６，７５７，７４１ ２．７ ９６，４３８ １．６ ４，６１２，９８５ ３．２

２８年 １月 １４８，０４１ １．６ ６，７４４，０７３ ２．９ ９６，３３３ ２．０ ４，６０１，４１３ ３．５
２月 １４７，６３７ ０．７ ６，８４８，３１７ ３．９ ９６，１９２ １．７ ４，５８８，３７３ ２．９
３月 １５１，５４５ １．５ ７，０１５，１０９ ４．１ ９７，１５２ ２．５ ４，６４５，６０９ ２．８
４月 １５１，１９８ ２．５ ７，１１６，９７７ ６．０ ９６，３０１ ２．７ ４，６０３，７５７ ２．９
５月 １５１，９２７ ２．２ ７，１２８，１４５ ５．５ ９６，２５６ ２．５ ４，６００，９７８ ２．７
６月 １５１，７７５ １．３ ７，１２４，０１２ ５．４ ９６，０３３ ２．１ ４，６０７，９９５ ２．４

資料 日本銀行

主要経済指標（５）
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